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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、接合部降伏する柱梁接合部を含む多層鉄筋コンクリート造骨組架構の耐震
安全性を解明することである。そのために、柱梁接合部を含む部分架構試験体の静的載荷実験を行い、接合部降伏の現
象をより詳細に解明した。さらに、接合部降伏を正確にモデル化することのできる柱梁接合部のマクロエレメントを使
って、多様な地震外力条件における多層骨組の地震応答解析を行って、架構の耐震性に及ぼす柱梁強度比や接合部横補
強筋の影響を明らかにし、現行基準にしたがって梁降伏型に設計されていたとしても接合部降伏する場合があり、その
場合には、中間の特定層に変形が集中する層崩壊現象が起こり易くなることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Seismic resistance of multi-story reinforced concrete frame buildings with 
beam-column joints failing in joint hinging were investigated by statically latelal load tests of scaled 
model beam-column joint subassemblages. Then non-linear time history earthquake response analysis with 
macro element developed for beam-column joints exhibiting joint hinging calibrated by the tests, were 
carried out under various seismic motions. Through the analysis, it is revealed that the column-to-beam 
strength ratio as well as the amount of transverse reinforcements in the beam-column joints are critical 
to control the joint hinging and the multi-story building with beam-column joints failing in joint 
hinging tends to be more vulnerable to story collapse due to concentration of deflection at a particular 
story at mid-hight even if it is designed as beam sway mechanism.

研究分野：建築構造学特に鉄筋コンクリート構造及び耐震設計

キーワード： 鉄筋コンクリート　柱梁接合部　耐震性　地震応答解析　幾何学的非線形　静的繰り返し載荷実験　柱
梁強度比　接合部降伏
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 梁曲げ降伏型に設計される鉄筋コンクリ
ート造ラーメンの架構で、柱梁接合部のせん
断強度の余裕度によらず、現行の耐震設計基
準の諸規定をすべて満足させても、柱梁接合
部に損傷が集中し、梁曲げ降伏ヒンジが形成
されず、履歴形状が著しいスリップ性状を示
すもの（現在では、「接合部降伏」と呼ばれ
ている。）があることが発見された。 
 接合部降伏の現象は、これまで知られてい
なかった現象であるため、これまでの建物の
耐震設計基準では全く考慮されてこなかっ
た。そのため、柱梁接合部の破壊を考慮した
骨組の多層骨組架構の耐震性を、地震応答解
析などに基づいて評価し、これらに基づいた
柱梁接合部の合理的な耐震規定を検討する
必要があった。 
 
２．研究の目的 
 鉄筋コンクリート柱梁接合部の接合部降
伏の現象が起こった場合の、多層鉄筋コンク
リート造骨組架構の耐震安全性を解明する
ことである。 
 具体的には、柱梁接合部の破壊現象を正確
にモデル化するための非線形地震応答解析
法を開発し、多層骨組の地震応答解析を行っ
て、架構の耐震性に及ぼす接合部降伏の現象
の影響を明らかにするとともに、そのモデル
の妥当性を既往の実験結果の分析及び新た
に実施する部分架構の耐震実験により検証
するとともに、多層骨組における接合部降伏
の現象に対応した耐震設計の考え方と新し
い耐震規定を提案することである。 
 
３．研究の方法 
(1) 「柱梁接合部のマクロエレメントと非線
形地震応答解析法を開発と多層骨組の地震
応答解析」 
 柱梁接合部の入力せん断強度が接合部せ
ん断強度を下回るようにした場合であって
も、柱と梁の強度比が 1.0 に近い梁曲げ降伏
型の骨組では、接合部降伏が起こり、地震応
答が増大する、架構の不安定化と特定層への
変形集中が起こることが指摘されている。
（文献②）。そこで鉄筋コンクリート造無限
均等ラーメンから1スパンを取り出した平面
もしくは擬似立体骨組について、接合部降伏
と梁曲げ降伏の両方を考慮できる解析モデ
ルを用いた解析により、接合部降伏型の履歴
性状が地震応答に与える影響を検討した。 
 具体的には、柱梁強度比と接合部横補強筋
量等を変化させることにより、架構の履歴性
状を変化させた。解析対象は無限均等ラーメ
ンの１スパンを切り出した鉄筋コンクリー
ト部分架構で柱梁接合部はマクロエレメン
ト（文献③）をベースに、鉄筋、主筋とコン
クリートの付着を表す一軸ばねのみから構
成 し た 。 梁 と 柱 は 線 材 に 置 換 し た
Force-Based Element を用い、各積分点のモ
ーメント‐曲率関係を履歴モデルで表す。柱

では幾何剛性マトリックスにより P－デルタ
効果を考慮する。これらの解析プログラムは、
Matlab を用いたインハウスのソフトウェア
として開発した。 
 非線形地震応答解析の解析対象建物は、現
行の耐震設計規定を満足するように 4・8・12
層建物を試設計して作成した。平面架構にお
いては、柱梁強度比、横補強筋量、立体架構
においては、偏心の程度についても考慮した。
入力地震動は、告示の極めて稀に発生する地
震動の加速度応答スペクトルに適合する模
擬地震動及び実観測記録などを用いた。 
 
(2)「スラブ，直交梁を有する柱梁接合部の
耐震性能の実験」 
 接合部降伏の現象は、縮小部分架構試験体
の静的水平加力実験や実大骨組の三次元震
動台実験により、既に確認されている。しか
し、スラブや直交梁がある場合の，部分架構
の静的水平加力実験は行われておいないた
め、スラブや直交梁付気で接合部降伏する場
合の強度や復元力特性は確かめられていな
い。そこで，試験体の付帯スラブ，直交梁の
付架構における接合部降伏の現象を再現す
るため，文献②の実験の梁柱のスパン中央で
切り出して1/2.2に縮小した十字形及びト形
柱梁接合部部分架構試験体を作成した。これ
らに震動台実験における応答変位に基づい
た変位を強制し、架構内の柱梁接合部の挙動
を再現した。試験体は 4体とし，スラブの有
無，柱主筋量，および十字形とト形の柱梁接
合部の形状の違いとした。 
 
(3)「梁長期せん断力を載荷した柱梁接合部
の耐震性能の実験」 
 既往の柱梁接合部部分架構の耐震実験で
は、固定荷重や積載荷重などの梁に載荷され
る長期荷重を載荷することはなく、それらの
が地震荷重時の柱梁接合部の性能に及ぼす
影響はないと仮定されてきた。この妥当性を
検討するため，柱と梁の反曲点で切り出した
十字形柱梁接合部部分架構に長期荷重に相
当する鉛直荷重を載荷しながら正負繰返し
載荷実験を行い，その影響を検討した。試験
体は平面十字形部分架構 4体とし，柱梁接合
部の損傷による梁せん断力の柱への伝達機
構の変化を検討するため，梁の長期せん断力
の有無と柱梁強度比を実験因子とした。ここ
で，梁の長期せん断力は柱梁接合部のフェー
スに作用するせん断力とモーメントの大き
さが想定する架構内の状態を模すよう，梁上
の2点に載荷し、静的漸増振幅載荷を行った。 
 
(4) 「二方向加力を受ける立体柱梁部分架構
の柱梁接合部の耐震性能の実験（2013 年度）」 
 鉄筋コンクリート柱梁接合部の接合部降
伏の現象を検証するための既往の実験研究
は、平面の十字形および外柱梁部分架構試験
体によるものが中心であり、柱に対して直交
する二方向から梁が貫入する立体柱梁部分



架構試験体を用いた実験研究は少ない。しか
し実建物における隅柱では、柱梁接合部の破
壊によって軸力を保持できずに部分的に落
階を生じるような地震被害が外国では発生
している（例えば 1993 年グァム島地震）。隅
柱では地震動による水平力の方向によって
軸力が増減するため、柱梁曲げ強度比は低下
することがある。上述の地震被害も鑑みると、
三方向加力時の隅柱梁接合部の耐震性能を
把握することは重要である。 
 そこで、梁が直交する二方向から１本ずつ
貫入する立体隅柱梁部分架構試験体２体を
用いて、圧縮軸力のみを変えることによって
柱梁曲げ耐力比を 1.4および 2.3とした場合
の三方向加力実験を行い，柱梁接合部の破壊
機構を詳細に検証した。なお比較用に平面の
隅柱梁部分架構試験体１体にも水平一方向
の静的載荷実験を行った。 
 
(5) 「二方向加力を受ける立体柱梁部分架構
の柱梁接合部の耐震性能の実験（2014 年度）」 
 架構の柱梁曲げ耐力比は、柱軸力のみなら
ず柱・梁の主筋量を変えることによっても変
化する。そこで 2014 年度には立体隅柱梁部
分架構試験体の柱断面を 300×300 mm として
前年度よりも小さくしたうえで、柱主筋量を
8-D16（材種 SD295A）あるいは 8-D19（材種
SD490）とすることによって柱梁曲げ耐力比
を 1.5および 2.6とした場合の三方向加力実
験を行った。あわせて柱梁接合部の曲げ破壊
に対するスラブの影響を調査するために、柱
主筋を 8-D16（材種 SD295A）とした試験体に
スラブ（厚さ 70 mm）を付加した試験体１体
を用意した。スラブ筋は D6 を 210 mm 間隔で
シングル配筋した。 
 
(6) 「実用的な耐震規定の検討」 
 従来型の骨組解析プログラムを使う耐震
設計においても適用することのできる、柱・
梁強度比に関する新しい実用的な耐震規定
を提案するために、既往の文献を収集して柱
梁接合部の実験データベースを作成し、接合
部降伏した柱梁接合部について、終局強度に
及ぼす設計因子の分析を行った。設計因子と
しては、柱梁強度比、梁の引張り主筋比、コ
ンクリート強度、定着長さ、アスペクト比、
接合部横補強筋量を取り上げ、その影響を検
討した。 
 
４．研究成果 
(1) 「柱梁接合部のマクロエレメントと非線
形地震応答解析法を開発と多層骨組の地震
応答解析（2013〜2015 年度）」 
① 鉄筋コンクリート造架構の大変形時に
おける柱梁接合部の損傷による架構の耐力
低下を考慮し,多層 骨組構造の倒壊限界に
ついて地震応答解析より検討した。大変形時
は,柱梁接合部中央部の圧縮ストラットが劣
化して圧縮域が広がり,応力中心間距離が短
くなることで架構の耐力低下が生じた。その

ため,本震で 一度柱梁接合部が損傷を受け,
架構での耐力低下がある場合,本震より小さ
い余震であっても損傷が進行し 倒壊限界の
震度が小さくなることが確かめられた。 
  
② 接合部降伏および梁曲げ降伏を考慮した
鉄筋コンクリート造骨組の解析モデルを用い
て、主として柱梁強度比と接合部横補強筋量
が架構の履歴特性と地震応答に与える影響を
検討した。その結果、安全限界時の告示スペ
クトルを基準として、入力倍率が 50%より小
さい範囲では、最大層間変形角は、柱梁強度
比や接合部横補強筋量の影響は見られなかっ
た。しかし、入力倍率が 50%より大きな場合
には、柱梁強度比が 1.5 程度より小さい場合、
または、横補強筋量が不十分である場合、特
に中層から上層において、最大層間変形角が
最大 5 倍程度にまで増大するケースが見られ、
接合部降伏により地震応答が増大した。また
その場合、上層の特定の層で最大層間変形角
が大きくなり、中間層崩壊を起こしやすいこ
とが確かめられた。また、柱梁強度比 1.2 の
ケースでは、接合部横補強筋量が多くても、
接合部内の柱主筋が降伏し、特定の層に最大
層間変形角が集中しているケースが見られた。 
 
③ 柱梁接合部降伏型の RC 建物は,梁降伏
型より偏心の影響を受けやすく、ねじり変形
角や層間変形角が増大する可能性が高いこ
とが地震応答解析より確かめられた。  
 
(2)「スラブ，直交梁を有する柱梁接合部の
耐震性能の実験」 
① 実建物と同様にスラブ・直交梁が付帯す
る場合であっても，柱梁強度比が 1.0 では，
接合部降伏は避けられないが、柱梁強度比を
大きくすることで架構の最大耐力は増大し，
履歴性状はスリップ型から改善され，柱梁接
合部の損傷は抑制された。 
 
② スラブの無い場合に比べ，スラブが付帯
することによりスラブ筋の効果で架構の最
大耐力は増大するが，柱梁強度比が小さくな
るため柱梁接合部により損傷が集中し，履歴
ループもスリップ性状がより顕著となった。 
 スラブ付ト形部分架構では，正負で破壊性
状が異なり，スラブが圧縮となる側では梁曲
げ破壊，スラブが引張となる側では接合部降
伏が生じた。 
 
③ 最大耐力時にスラブ筋の降伏が生じて
いた範囲は十字形部分架構とト形部分架構
で異なり，十字形部分架構ではスラブ筋を梁
の曲げ強度に算定時に算入する範囲で，ト形
部分架構では試験体のスラブのほぼ全幅で
スラブ筋のひずみが降伏ひずみに達してい
た。 
   
④ また，柱梁強度比を大きくすることでス
ラブ筋の降伏範囲も広くなっていた。 



 
(3)「梁長期せん断力を載荷した柱梁接合部
の耐震性能」 
① 梁の長期せん断力の有無は，接合部降伏
する十字形部分架構の破壊性状や履歴特性
に及ぼす影響は小さい。ただし，主筋降伏の
影響により柱梁接合部の上柱脚部の剛性が
低下し，架構の応力や変形分布が変化するの
で，架構の耐震性能に及ぼす影響は検討が必
要である。 
② 柱梁強度比が小さいと，梁の長期せん断
力により柱梁接合部の上側の柱の主筋の降
伏がより小さい水平荷重で生じ，上柱の変形
が大きくなる。柱梁強度比が大きい場合には
この傾向は見られない。 
③ 柱梁強度比が小さい場合，梁上端筋およ
び上柱主筋の降伏が早期に生じ，主筋降伏後
の塑性ひずみによって繰り返し載荷時に上
柱と梁の入隅部のひび割れが閉じなくなる
ため柱梁接合部の応力伝達機構に変化が生
じる。そのため，最大耐力は小さくなる場合
がある。 
④ 柱梁強度比が小さいと，梁の長期せん断
力がある場合の方がない場合に比べて層間
変形角 1～3%の変形における等価粘性減衰定
数は大きくなる。柱梁強度比が大きい場合に
は，十字形部分架構の等価粘性減衰定数に及
ぼす梁の長期せん断力の影響は見られなか
った。 
 
(4) 「二方向加力を受ける立体柱梁部分架構
の柱梁接合部の耐震性能（2013 年度）」 
① 平面架構の履歴形状は顕著なスリップ
型となったが、立体架構では平面架構ほどの
スリップ性状は見られなかった。柱圧縮軸力
を3倍にした立体架構では紡錘形の履歴形状
となった。 
② 定着板によって機械式定着した梁主筋
の柱梁接合部内での付着力は、最大耐力前後
（柱軸力比 0.04 では層間変形角 1.5%時、柱
軸力比 0.12 では層間変形角 3%時）に失われ
た。柱梁接合部が最終的に曲げ破壊したとき
の梁主筋引張り力は端部支圧力によって接
合部コアコンクリートに伝達された。 
③ 層間変位に対して各部の変形の占める
割合は平面架構では、最大耐力時の層間変形
角 2%時に梁が 60%、柱梁接合部が 30%および
柱が 10%であった。柱軸力比 0.04 の立体架構
は平面架構より柱梁接合部の変形割合が大
きく、柱圧縮軸力を 3倍にした立体架構では
最大耐力まで梁の変形割合が支配的であっ
た。 
④ 層間変形角 1%時の水平二方向の層せん
断力が耐力平面上で描く軌跡は、軸力比 0.04
の立体架構では柱梁接合部の曲げ破壊によ
り円弧となり、柱圧縮軸力を 3倍にした立体
架構では柱梁接合部の損傷が軽微だったた
め矩形となった。柱圧縮軸力を 3倍にするこ
とによって、水平二方向加力時の柱梁接合部
の曲げ耐力（水平各方向耐力のベクトル和）

は 1.2 倍から 1.4 倍程度まで増大した。柱圧
縮軸力を3倍にした柱梁接合部は最大耐力後
に著しく水平耐力が低下し、軸力保持の限界
直前まで脆性的に破壊した。柱主筋量および
接合部横補強筋量が国内法規等で要求され
る下限程度である隅柱梁接合部では、柱圧縮
軸力が過大になると軸力を保持できなくな
ることがあるので配慮が必要である。 
⑤ 水平二方向加力時の隅柱梁接合部の曲
げ終局耐力は、楠原・塩原による柱梁接合部
曲げ終局耐力の計算値を楕円補間すること
によって妥当に評価できた。 
 
(5) 「二方向加力を受ける立体柱梁部分架構
の柱梁接合部の耐震性能（2014 年度）」 
① 柱梁曲げ耐力比を1.5とした立体隅柱梁
部分架構では、層間変形角 1％での加力サイ
クル中に梁主筋が柱面位置および柱梁接合
部内の入り隅位置で降伏し，柱主筋および接
合部横補強筋も降伏した。一方、柱主筋量を
増やして柱梁曲げ耐力比を2.6とした部分架
構では、梁主筋（柱面位置）と接合部横補強
筋は層間変形角 1％での加力サイクル中に降
伏したが、柱主筋は層間変形角 1.5％の加力
サイクルで降伏した．両試験体とも変形の増
大とともに柱梁接合部が曲げ破壊した。 
② 柱梁曲げ耐力比を1.5とした立体隅柱梁
部分架構では、層間変形角 1％の二方向加力
時に変位保持方向の耐力が低下し、このとき
の二方向水平耐力のベクトル和は楠原・塩原
による柱梁接合部曲げ終局耐力を楕円補間
した曲げ終局曲線上に位置した。 
③ 柱梁曲げ耐力比を2.6とした立体隅柱梁
部分架構では、二方向水平耐力のベクトル和
は柱梁曲げ耐力比を1.5とした部分架構より
も 5％から 20％大きかった。柱の主筋量を増
やして柱梁曲げ耐力比を 1.5から 2.6にする
ことで、柱梁接合部の曲げ終局耐力が増大し
た。 
④ スラブの有無を変数とした接合部曲げ
破壊型の立体隅柱梁部分架構を比較すると、
スラブが付くことで層せん断力の直交二方
向ベクトル和は最大で 7%上昇した。 
⑤ 両年度の実験結果を比較・検討すること
によって、柱梁曲げ耐力比を 1.5 から 2.6 程
度へ増大させるために柱主筋量を1.4倍に増
やす、あるいは柱圧縮軸力を 3倍にすること
で、柱梁接合部の曲げ終局耐力は最大で 19%
あるいは 35%各々増大した。すなわち、柱梁
曲げ耐力比が同等の場合、柱梁接合部の曲げ
終局耐力に与える影響は柱主筋量よりも柱
圧縮軸力のほうが大きかった。 
 
(6) 「実用的な耐震規定の検討」 
① 接合部降伏破壊する十字形・ト形・L 形
の柱梁接合部の終局強度の終局強度の実用
的で簡略化された算定方法を提案し、十字
形・ト形については、実験結果を算定結果と
比較して、柱梁強度比、針補強筋梁、接合部
パネルアスペクト比の影響が良く捉えられ



ていることを確かめることができた。 
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